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１．東日本大震災の被害の概要

被害の概要被害の概要

東日本大震災
マグニチュード

死者数・
行方不明者数

避難者数
（ピーク時）

全壊建物数 半壊建物数 被害額 津波浸水域

（平成23年3月11日）（平成23年3月11日）
９．０※ 約１．９万人 約３８．７万人 約１２．７万棟 約２７．３万棟 約１６．９兆円 約５６０㎢

参考：阪神・淡路大震災
（平成7年1月17日）

７．３ 約０．６万人 約３０．７万人 約１０．５万棟 約１４．４万棟 約９．６兆円 －

※ モーメントマグニチュード

特徴

○我が国観測史上最大の地震。地震、津波、原発というトリプル災害。

広範 津 多 建物等が流 全壊 境 も喪

※ モ メントマグ チュ ド
出典：緊急災害対策本部（政府）発表資料、内閣府防災担当ＨＰ、気象庁ＨＰ

○広範囲の浸水域を伴う津波により、多くの建物等が流失・全壊し、現地における境界標も喪失。

○最大で5.4ｍ（水平）、1.2ｍ（沈下）の地殻変動が起こった。

○東北地方は 比較的地籍調査が進んでいたため 地籍調査の成果が迅速な復旧・復興事業に貢献した事例が○東北地方は、比較的地籍調査が進んでいたため、地籍調査の成果が迅速な復旧・復興事業に貢献した事例が
ある。

○地籍調査を実施していない地域においては、境界確認のための立会等に時間を要し、必ずしも迅速な用地取得
が行えない場合もあった。

（ただし、用地取得については、所有者の把握や、事業自体に反対の人がいる等の様々な問題も考えられる
ため、境界が未確定であったことがどの程度影響を与えたかの評価は難しい。）

○被災から３年経った現在においても、防潮堤建設等のための用地立会が完了していない事例もある。
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１．被災地域の概況

被災地域の概況（H23 4時点）被災地域の概況（H23.4時点）

宮城県石巻市津
波
に

宮城県石巻市

建物等が流されたことに
よ
り
境

により、ほぼ全ての境界
が不明

境
界
が
分

岩手県大槌町
分
か
り
難

写真手前の道路の境

界は分かるが それより難
い
地
域

界は分かるが、それより
奥の土地の境界の手が
かりは不明

域
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１．東日本大震災による地殻の変動

水平方向に最大5.4m 最大1.2mも沈下
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出典：国土地理院資料



１．被災地の地籍調査の実施状況

浸水地域のうち地籍調査実施済

籍浸水地域のうち地籍調査未実施

地籍調査実施済地域

１９条５項指定地域

土地区画整理事業等により地籍があ土地区画整理事業等により地籍があ
る程度明確化された地域

国公有地

国有林野

（参考） 【地籍調査の状況】

（データは被災時（平成２２年度末）時点）

○ 地籍調査の進捗率
岩手県：90％、宮城県：88％、福島県：61％、全国：49％

○ 津波浸水地域の約９割で地籍調査が実施済み○ 津波浸水地域の約９割で地籍調査が実施済み

出典：国土交通省調べ
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１．地籍調査の効果（宮城県名取市の事例）

費用 期間の実績
仮に未実施だった【宮城県名取市】

名取市：人口7.3万人、
地籍調査進捗率93％

（宮城県88％）
（平成24年度末現在）

地区の状況
☆移転先（買取対象は約10
万㎡）

事業費 約570万円

☆移転先（買取対象は約10
万㎡）

事業費 317万円

費用・期間の実績
場合の推計

☆移転元（買取対象は約28
万㎡）

事業費 約1,590万円

事業費 317万円
調査測量期間 2ヵ月
移転時期 26年7月より（予
定）

☆移転元（買取対象は約28

事業区域図

調査測量期間 １年～１年半
（合わせて）

※ 推計値については、市への
聞き取りによる

☆移転元（買取対象は約28
万㎡）

事業費 888万円
調査測量期間 5ヵ月
契約開始時期 25年7月より 聞き取りによる

地籍調査の成果として、登記所に正確な地図が備えられて
いることから、境界調査、測量等の工程が省略され、速や
かな事業着手が可能に。

移転先（被災直後）

約1,200万円、7ヵ月実
施

経費縮減、事業の
早期着手が可能に！
（費用約1千万円、

防災集団移転促進事業（用地測量関係）の事業費、期間

約2,200万円、１～１年半（いずれも推計）
未
実
施

（費用約1千万円、
期間半年から1年程度）

移転元（被災直後）

地籍調査の成果を活用することにより、費用、期間ともに大幅な縮減効果。
大規模災害が発生した場合に、早期に復旧・復興が可能となるまちづくりの基盤に。
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１．東日本大震災の教訓

教訓教訓

○地籍調査を実施していない場合の作業は膨大かつ困難

地籍調査を実施していない地域において、被災後に復旧・復興事業のための用地取得を行籍調 を実施 域 、被災後 復 復興事業 用 得を行
う際は、津波で構造物や境界標が流された状況の中で、境界の情報が不明確な地図を用い
て立会等を行わなければならない。これにより、人員不足の状況下で、復旧・復興事業を限ら
れた期間内で迅速に行う必要のある市町村等において、膨大かつ困難な作業が発生した。

○地籍調査の説得力は格段に高い

地籍調査を実施済みの地域では、立会において地籍調査の成果は格段の説得力があり、地籍調査を実施済み 地域 、 会 お 地籍調査 成果 格段 説得力 あり、
用地取得のための境界確認の円滑な実施に寄与することを多くの担当者が実感。

（ただし、その他の要素（所有者の確認が困難であったり、事業自体に反対の人がいるなど）
で用地取得が進みにくくなることはある。）で用地取得が進みにくくなることはある。）

○都市部官民境界基本調査についても被災後の用地取得において一定の意義

被災後の用地取得において 平時の用地取得より簡易な手法（※）で買い取り額を決定して被災後の用地取得において、平時の用地取得より簡易な手法（※）で買い取り額を決定して
いる自治体もあり、このような場合には、地籍調査を実施していなくても、都市部官民境界基
本調査を実施しておくことは一定の意義がある。

※ 防災集団移転促進事業における移転元の土地の買い取りにおいては 街区の外周だけ測量し そ※ 防災集団移転促進事業における移転元の土地の買い取りにおいては、街区の外周だけ測量し、そ
の中の各私有地については登記簿面積の按分で計算する等
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１．東日本大震災の総括

大規模災害が想定される現状において実施すべきこと

○被災した場合に境界の復元が困難となる可能性が○被災した場合に境界の復元が困難となる可能性が
ある地域等において、迅速に地籍調査を行うことが
必要必要。
・自然災害の可能性は国土全域にある。

・相対的に災害の発生や土地の境界標等の喪失の可能性が高い地域で緊急性が高い。相 災害 発 境界標等 喪失 能性 高 域 緊 性 高 。

○特に緊急性の高い地域については、応急的な方策と
して、官民境界を把握することで一定の効果があるこ
とから、積極的な実施が必要。
・津波による浸水の可能性が高い。

・人口が密集している。

様 な事情 より早急な地籍調査が困難・様々な事情により早急な地籍調査が困難。
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＜参考＞被災地における地籍整備関連の対応
被災地における円滑な復旧・復興事業の実施のため、地籍調査等に要する経費を支援するとともに、国直轄の官民境被災地 おける円滑な復旧 復興事業 実施 ため、地籍調査等 要する経費を支援する も 、国直轄 官民境

界基本調査等を実施し、土地境界の明確化を推進した。

なお、事業費の負担は、通常は負担金と特別交付税により国庫9割であるのに対し、震災復興特別交付税措置により
国庫10割である。

地籍調査が未実施の地域 地籍調査を実施中の地域 地籍調査を実施済の地域

１．地籍調査、官民境界調査の実施 ２．測量成果の補正に対する支援 ３．地籍調査（再調査等）への支援

地割れや断層
等により局所的
に地形が変化し、
ズ 修 が

復興事業を本格化
させるためには、土
地境界の早期の明

地震により、測量成果の一部
が使えなくなり、調査が進まな
くなくなっているところがある

ズレの修正が困
難な地域がある

国直轄の官民境界基本調査を実施

確化が重要

岩手県の例 最大で水平方向に約5.4m地殻変動

地籍調査の再調査を実施

使えなくなった測量成果を補正し、
地籍調査を速やかに完了

・国直轄の官民境界基本調査を実施
・市町村等が実施する地籍調査を財
政的に支援

４．国代行による地籍調査（震災特区法による特例措置）

地方公共団体によっては、被災により行政機能が低下するなど、地籍調査を実施することができない場合がある
⇒ 地方公共団体に代わって、国において地籍調査を代行

【東日本大震災からの復興の基本方針】 （H23.7.29 東日本大震災復興対策本部決定、H23.8.11改定）

５ 復興施策 （１）災害に強い地域づくり ③土地利用の再編等を速やかに実現できる仕組み等

（ⅳ） 権利者の所在や境界等が不明な土地について、・・（中略）・・、土地の適正な利用を図るとともに、土地の境界の明確化を推進する。
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１．災害への備え（南海トラフ巨大地震）

現状・課題現状 課題

南海トラフ巨大地震に伴い、東海から西の太平洋沿岸の広い範囲に
10m以上の巨大な津波が想定されている。
津波による浸水面積は約1,015㎢、津波による全壊建物棟数は最大

南海トラフ巨大地震の脅威

津波 よる浸水面積は約 , 、津波 よる全壊建物棟数は最大
約16.9万棟と想定されている。

南海トラフ地震
Ｍw※ 死者数・

行方不明者数
全壊建物数

（うち津波による全壊）
被害額 津波浸水域

（３０年以内に７０％の
確率で発生） ９．１

最大
約３２．３万人

最大
約２３８．６万棟

（最大約１６．９万棟）

約２２０．３兆円 約１，０１５㎢

参考：東日本大震災
（平成23年3月11日）

９．０ 約１．９万人 約１２．７万棟 約１６．９兆円 約５６０㎢

出典：中央防災会議南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ報告書

今後の対応方針

（平成23年3月11日）

※ モーメントマグニチュード
出典：中央防災会議南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ報告書、地震調査研究推進本部資料

津波により1cm以上浸水することが想定されている
地域（DIDまたは宅地で、地籍調査未実施）を有する
市町村における地籍調査の実施状況

大きな被害の発生が想定される
津波浸水想定域の地籍調査を推進

実施状況 市町村数

実施中 170
未着手 休止中

ただし、未着手・休止中市町村、地籍調査実施中の市
町村であっても地域の事情により沿岸部の調査が実施
できない場合に、都市部官民境界基本調査を国が主体

未着手・休止中 68
合計 238

できない場合に、都市部官民境界基本調査を国が主体
的・緊急的に実施する。
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１．災害への備え（首都直下地震）
現状・課題

首都直下地震の発生により、国の中枢機能に障害が起き、我が国の国民生
活や経済活動に大きな支障が生じる。

都心部を囲むように分布している密集市街地等において 木造家屋の多数

首都直下地震の脅威

都心部を囲むように分布している密集市街地等において、木造家屋の多数
倒壊や大規模な延焼火災が発生。多数の人的被害が発生することも想定さ
れている。

Ｍ ※ 死者数・
全壊建物数 被害額

首都直下地震
Ｍw※

行方不明者数
全壊建物数 被害額

（３０年以内に７０％の
確率で発生） ７．３

最大
約１．３万人

最大
約８５万棟

約１１２兆円

参考：東日本大震災

出典：中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ報告書

※ モーメントマグニチュード
出典：中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ報告書

参考：東日本大震災
（平成23年3月11日）

９．０ 約１．９万人 約１２．７万棟 約１６．９兆円

今後の対応方針

都市部における地籍調査の推進

・ 都市部については 引き続き地籍調査を積極的に推進する必要があり 特に
地籍調査の実施状況（東京都）

・ 都市部については、引き続き地籍調査を積極的に推進する必要があり、特に、

密集市街地等については、防災や災害復旧の観点から、土地境界の明確化を
急ぐ必要性が高い。

・ このような場所は、様々な制約要因を抱えているため、引き続き、国、都道府県

地籍調査
の実施

実施
区数

H26
調査面積

東京２３区 ２２区 約700ha

うち木造住宅
の支援の下、地籍調査の一層の推進を図るとともに、今後、その実施状況の把
握・分析を踏まえつつ、都市部における調査の促進方策を国と地方公共団体が
連携して検討。

うち木造住宅
密集市街地

９区 約195ha

出典：国土交通省調べ 10



２．森林組合による地籍調査の取組

（１）森林組合の現状（１）森林組合の現状

項 目 概 要

目 的 森林組合は 組合員たる森林所有者の森林経営のために共同利用事業を行目 的 森林組合は、組合員たる森林所有者の森林経営のために共同利用事業を行
う組織であり、「森林所有者の経済的社会的地位の向上」、「森林生産力の増
進」、「森林の保続培養」を目的。

組 織 森林組合数 672 組合
組合員数 156   万人
組合員所有森林面積 1 089 万h組合員所有森林面積 1,089 万ha
専従職員数 7,048 人

事業内容 森林整備部門：新植、保育（下刈、除伐、間伐等）、治山工事、林道工事、
病害虫駆除、境界測量調査等

販売部門：木材（丸太）の生産・販売、特用林産物（きのこ類等）の生産・
加 販売等加工・販売等

加工部門：丸太の製材加工・販売、間伐材加工製品の製造・販売
指導部門：組合員に対する経営指導（講習会等）、組合広報誌の提供等

※出典：『森林組合の現状』平成26年３月林野庁経営課 11



（２）森林組合による地籍調査への取り組みに対する考え方

２．森林組合による地籍調査の取組

森林組合の
位置付け

実績
（ 成 年度）

事業実施上の課題 評価

（２）森林組合による地籍調査への取り組みに対する考え方

位置付け （平成２４年度）
事業実施上の課題 評価

事業主体
一定の事業実施能力
が必要

森林組合が事業主体として
参画すること 林地の境界事業主体

（国土調査法
第２条第１項第３号）

７組合
が必要

経費の１／６は自己
負担

参画すること、林地の境界
の明確化に関するノウハウ
を有していることは地籍調査
促進に有意義促進に有意義

市町村からの請負
（入札等により ２９組合

入札等で事業を獲得
林地の境界の明確化に関す
るノウハウを有していること（入札等により

事業を請負）
２９組合

する必要
るノウハウを有していること
は地籍調査促進に意義

【参考：地籍調査以外での森林組合による取り組み】

12
平成21年度補正から森林境界の明確化事業(林野庁事業)により、境界を確定する事業を実施。



（３）森林組合による地籍調査への取組事例

２．森林組合による地籍調査の取組

県名 状況

（３）森林組合による地籍調査への取組事例

静岡県

平成22年度から６市町において森林組合連合会（県森連）が事業主体となって山林区

域の地籍調査を行っている。市町が公図等関係資料の収集を行い、県森連が地籍調
査を実施している。

岐阜県

森林組合が事業主体となって調査を行っている場合（１町）と、市村からの請負で実施
している場合（２市村）がある。

森林組合は整備事業の実施を通じ、森林図（林班図）などの情報を地権者と共有して
いることや 測量の技術力が地権者に信頼されていることなどから地籍調査を円滑にいることや、測量の技術力が地権者に信頼されていることなどから地籍調査を円滑に
進めやすい。

森林組合が事業主体となって調査を行っている場合（１市）と、市町からの請負で実施
している場合（７市町）がある

兵庫県

している場合（７市町）がある。

調査区域の地勢、境界等の地理的条件や、所有関係等に精通しており、土地所有者
等立会において、関係者の信頼と協力を十分に得られる。また、地籍調査成果の森林
管理への活用の観点から森林組合への調査委託は有意義。管理 の活用の観点から森林組合 の調査委託は有意義。

島根県

県内15市町のうち、10市町が森林組合に外注。受注工程は一筆地調査のみ。ただし、
個人情報に関わる関連資料収集等は市町の直営で実施。

森林組合には山の境界に詳しい人や地元に精通した人が多く 調査が円滑に進む島根県 森林組合には山の境界に詳しい人や地元に精通した人が多く、調査が円滑に進む。
今後も活用していく予定。

13



＜参考＞（一社）長生郡市地籍調査協会について

概 要

・ 10条２項制度の趣旨・目的に沿って地籍調査を包括委託することが可能な法人として
平成23年に設立

概 要

平成 年 設

・ 千葉県長生郡市内の測量会社10社と土地家屋調査士５事務所が集まり、技術力、永続性を兼ね
備えた一般社団法人として発足（現在、更に１社が加入し11社５事務所）

・ ３町における地籍調査を受託（平成24年度）

・ 社員の技術研修や地域の啓発活動も行う

・地域の測量士と土地家屋調査士が連携することで、それぞれの技術力を活かし質の高い地籍調

設立のメリット

地域の測量士と土地家屋調査士が連携することで、それぞれの技術力を活かし質の高い地籍調
査が可能

・地域の慣習や事情に詳しい測量会社、土地家屋調査士による実施が可能

・包括的な受託により、市町村職員の負担は大幅に軽減

・配置可能な技術者が100名以上となり、大規模な事業にも対応が可能
（近隣各市町村が事業規模を拡大しても対応できる）（近隣各市町村 事業規模を拡大しても対応できる）

・各社の技術格差の解消が図られる 14



＜参考＞（公社）全国国土調査協会について

概 要

昭和27年 任意団体「国土調査推進全国協議会」発足

会員 758市町村他

国土調査事業に関する事業の推進に努め 国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資す

概 要

国土調査事業に関する事業の推進に努め、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資す
るとともにあわせて地籍の明確化を図ることを目的として、次の事業を行っている。

• 国土調査事業に関する技術援助並びに講習会等の開催

資• 国土調査事業に関する資格の認定

• 測量成果の検定

・新規着手市町村等市町村職員の技術力だけでは実施が困難な市町村からの要請を受けて、地籍調

技術援助に関する取組（地籍調査の受託について）

新規着手市町村等市町村職員の技術力だけでは実施が困難な市町村からの要請を受けて、地籍調
査事業の一部について受託して技術援助を行っている。

・平成９年度以降、都内16市区町村他１市から受託。必要に応じ現地事務所（延５ヶ所）を設置。

【平成25年度実施内容】【平成25年度実施内容】

現地事務所：西部事務所（東京都羽村市）

所属職員：16名

筆地調査 認証 承認申請のための支援 新規着手のための調査計画策定等一筆地調査、認証・承認申請のための支援、新規着手のための調査計画策定等

11市区町村（2.57km2） 15



３．筆界未定の対応について①

地籍調査における筆界の調査方法

所在を確認
所有者に筆界（案）を確認してもらうことにより筆界を確
認

地籍調査における筆界の調査方法

登記簿上の

↓
所有者に立会

を求める
所有者の立会が得られない又は筆界の確認が得られな
い場合は、筆界未定として処理（※１）

地籍図及び地籍簿を作成して登記所
に送付

↓
地籍図が１４条１項地図として登記所

所有者を調査 所在不明

↓
地積測量図な
どの客観的な
資

地積測量図などの客観的な資料を基に、登記所と協議
の上、筆界を確認

地籍図が１４条１項地図として登記所
に備え付けられるとともに、地籍簿の
内容が登記簿に反映される。

（筆界未定である旨も１４条１項地図及
び登記簿に反映）

資料の有無を
調査

地積測量図などの客観的な資料もない場合は、筆界未
定として処理（※２）

登記簿及び１４条１項地図の筆界未
定を解消するためには 土地の所有権定を解消するためには、土地の所有権
登記名義人等において、

①筆界特定登記官に筆界特定の申請

又は

②対象地の所有者を相手取り 境界筆界未定

筆界未定の筆数

（※１）不立会又は不同意を原因とした筆界未定
１ ３８４筆（約１ １２％） ②対象地の所有者を相手取り、境界

確定訴訟を提訴

のどちらかを行う必要がある。

筆界未定
１，５５７筆

（約１．３％）
（※２）所有者不明を原因とした筆界未定

１７３筆（約０ １４％）

１，３８４筆（約１．１２％）

１７３筆（約０．１４％）

（注）平成２４年度地籍調査総筆数約５２万筆から約１２万筆を抽出して調査 16



３．筆界未定の対応について②

現状における筆界特定制度との連携策

＜連携内容＞

地籍調査の対象となる土地について、法務局との連携により、筆界特定の申請を促進。

現状における筆界特定制度との連携策

① 法務局職員が地元住民に対する地籍調査の説明会に出席し、筆界特定制度に関す
る説明等を実施。

② 地籍調査で筆界未定となった土地の所有者等に対し 市町村等から 筆界特定手② 地籍調査で筆界未定となった土地の所有者等に対し、市町村等から、筆界特定手
続の利用に関する情報を提供。

筆界特定制度とは・・

・土地の筆界の迅速かつ適正な特定を図り，筆界をめぐる紛争の解決に資するため、土地の所有権登記名義人等の
申請に基づき、筆界特定登記官が，現地における筆界について公的な判断を示す制度。

・平成２４年新受件数：２，４３９件。

・現状における筆界未定減少のための取組みの検証

筆 特定制度 連携策 実態把握 条 が使われな 把握 等

筆界未定の減少に向けて検討すべき事項

⇒筆界特定制度との連携策の実態把握、３０条３項が使われなかった原因の把握 等

・筆界未定が生じた場合の弊害の詳細な把握

・筆界未定解消に係る社会的要請の調査筆界未定解消 係 社会 要請 調

・これらを踏まえた上で、筆界未定減少のための取組みの検討
17



４．未着手・休止市町村の解消について

未着手・休止市町村の解消に向けた
国、都道府県、市町村の役割

未着手・休止市町村（４３９）の内訳

市町村の
予算不足

市町村の
特殊事情

市町村(長）
の理解促進

市町村自身の努力

市町村

国・県

予算不足特殊事情

７７ １３５

の理解促進

◎特殊事情とは

１１９１０８

・認証遅延
・再調査
・土地境界に関する １１９１０８

県等の予算

地境界 関する
他の事業を優先

・調査の概成
等

も不足 県等予算の確保県
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